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まちの人口
（4/15現在）

｜人　口｜� 人　　
　　　男：� 人　　
　　　女：� 人　　
｜世帯数｜� 世帯　

※（　）内は前月比

５月の主な行事予定
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４月６日〜15日、町内各地で行われた「春の交通安
全県民総ぐるみ運動」。黄色い帽子、真新しいランド
セルを背負った新１年生が、地域の方や学校の先生
などに見守られながら元気に登校しました。写真は
東向陽台小学校西側交差点の様子。

今月の表紙

50,292� （＋59）
24,674� （＋ 7）
25,618� （＋52）
17,347� （＋72）

今月の納期限…5月31日㈮　
■問税務課 徴収担当（☎358-0519）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月 12月 1月 2月 3月
町民税県民税 1期 2期 3期 4期
固 定 資 産 税 1期 2期 3期 4期
軽 自 動 車 税 全期
国民健康保険税 1期 2期 3期 4期 5期 6期 7期 8期 9期 10期
介 護 保 険 料 1期 2期 3期 4期 5期
後期高齢者医療保険料 1期 2期 3期 4期 5期 6期 7期 8期 9期

後期高齢者医療保険料の納期は
1月4日㈮となります。
納め忘れに注意しましょう。
納税には、口座振替が便利です。

実用書道作品展（～31日/P21）

憲法記念日　
富谷町町制施行50周年記念式典（P19）
みどりの日
こどもの日
振替休日　
第63回富谷町民ゴルフ大会

飼えなくなった犬・猫の引き取り日について（23日/P22）

第７回復興東北田園ランタン（P21）
春の山野草展（12日/P22）
富谷スポーツ少年団結団式（P17）
 第19回ダイワハウス全国少年少女野球教室（P18）

アロマリフレッシュヨガ（P15）
あったかとみやスポーツクラブ春季硬式テニススクール（22日、29日/P17）
認知症の人と家族の会（P16）

食物アレルギーの子どもを持つ親の会（P15）
春季農作物有害鳥捕獲（P22）
トレーニング講習会（22日/P17）

マミーズクラブ（P15）
犬の譲渡会（P22）
小麦粉粘土を作って遊ぼう！（～24日/P15）

第18回「風薫る富谷文化まつり」（P22）

ふれあいあそびとおしゃべり交流（P15）

1 水…
2 木
3 金…

…
4 土…
5 日…
6 月…

…
7 火
8 水
9 木…

10 金
11 土…

12 日…

13 月
14 火…
15 水…

16 木
17 金…

18 土…
19 日
20 月
21 火…
22 水…
23 木…
24 金
25 土
26 日…
27 月
28 火
29 水
30 木
31 金…

毎月定例の健診や教室等はけんこうライフ（P14～）、各種相談等は情報ひろば
（P23）をご覧ください。

広報とみやの文字は、視認性が高く、どなたにも読みやすい
ユニバーサルデザインフォントを使用しています。

富
谷
町
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に
つ
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て

　
昭
和
38
年
４
月
１
日
、
富
谷
村
が
町
制

施
行
を
し
て
富
谷
町
が
誕
生
し
ま
し
た
。

当
時
５
千
人
余
り
だ
っ
た
町
の
人
口
は
、

以
来
、
仙
台
市
に
隣
接
す
る
地
の
利
を
活

か
し
、
宅
地
や
道
路
、
大
型
シ
ョ
ッ
ピ
ン

グ
セ
ン
タ
ー
な
ど
の
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活
基
盤
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整
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進
み
、
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と
し
て
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拡
大
し
た
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と
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す
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内
外
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さ
ん
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・
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れ
た

結
果
、
毎
年
増
加
し
て
お
り
、
平
成
24
年

12
月
25
日
に
は
人
口
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５
万
人
に
到
達
し

ま
し
た
。

　
ま
た
、
平
成
22
年
国
勢
調
査
に
お
い
て

は
、
人
口
４
万
７
０
４
２
人
と
な
り
、
過

去
の
人
口
増
加
率
か
ら
み
て
も
、次
回（
平

成
27
年
10
月
）
の
国
勢
調
査
で
は
、
単
独

で
市
に
な
る
た
め
の
重
要
な
要
件
で
あ
る

人
口
５
万
人
を
超
え
る
こ
と
が
確
実
視
さ

れ
て
い
ま
す
。（
左
図
参
照
）

　
な
お
、
過
去
30
年
（
昭
和
55
年
～
平
成

22
年
）の
人
口
増
加
率
は
、約
３
４
０
％
と

著
し
い
増
加
と
な
り
ま
し
た
が
、
日
本
全

体
が
人
口
減
少
に
な
る
と
推
測
さ
れ
る
中
、

今
後
30
年
の
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谷
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の
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口
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加
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は

24・４
％（
Ｐ
５
参
照
）と
な
っ
て
い
ま
す
。

特集
自立した５万人都市、
市制移行へ向けて
～市制について考える～

　近年、町を取り巻く環境は大きく変化しています。これに対応するため富谷町では、
昨年４月に市制移行へのキックオフ宣言を行い、自立した５万人都市、平成28年度中
の市制移行を目指したまちづくりを進めています。
　今回は、富谷町を取り巻く情勢をふまえ、市制移行を進める背景についてお知らせし
ます。
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昭和50年昭和38年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成25年

64.2％人口増加率 72.7％ 29.6％ 36.3％ 22.8％ 18.8％ 15.8％ 13.1％

全国19位順　　位 全国 8位 全国21位 全国 8位 全国24位 全国 7位 全国 8位 全国 7位

8,067

13,930

18,053

24,611

30,224

35,909

41,593

47,042

50,292

30年間で
340％増

■15歳未満 年少人口率 19.7％　（高い方から）全国 6位
■65歳以上 高齢人口率 13.7％　（低い方から）全国 5位
■平均年齢　　　　　 39.2歳　（若い方から）全国11位

平成22年
国勢調査

より

人　口
平
成
25
年
4
月
15
日
住
基
人
口5,0035,003

※資料：国勢調査（各年10月１日現在）
　�ただし、昭和38年（４月末現在）と平成25年（４月15日現在）は住民基
本台帳より。
　昭和50年の人口増加率は、昭和45年の国勢調査人口に対する増加率。

●国勢調査人口（昭和38年〜現在）

成田地区の街並み

人口増加率
（H22国勢調査）

東北No.1

このロゴマークは、町制施行50周年を
迎え、飛躍する富谷町をイメージする
ため、これからの力強い歩みの50年
を太文字で表しました。50の「５」
は５万人を、「０」は人の和（輪）を表し、
５万人が繋ぐ人の和（輪）としての意味
も筆字に込められています。また、富
谷町のカラーの青色とブルーベリーの
紫色を基調としています。

特集　自立した５万人都市、市制移行へ向けて　～市制について考える～　　■問経営企画課　行政経営担当（☎358-0517）

富谷町町域
役場

北緯38°23'47"

東経
140°53'55"

49.13㎢
（4913ha）
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富谷町の将来人口 市制に移行する背景
　厚生労働省の国立社会保障・人口問題研究所は、平成25年３月27日、「日
本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」を公表しました。この推計は、
将来の人口を都道府県別・市区町村別に求めることを目的とし、平成22

（2010）年の国勢調査を基に、平成22（2010）年10月１日から平成52（2040）
年10月１日までの30年間（５年ごと）について、男女年齢（５歳）階級別の将来人口を推計したものです。
　この推計において全国的な人口減少が明らかになる中で、富谷町の人口増加率（2040年まで）は全国第３位

（24.4％）となっています。この数値は上記研究所が、30年前に現在の富谷町の人口増を予測し、それを超え
る現状からすれば、将来にわたって継続的に人口増加が見込まれる現実的な推計値であり、地方自治法に定め
る人口５万人の要件による市制移行は行政の責務です。

住民サービスのさらなる向上へ、合併によらない市
制移行は、行政・住民にとって目指す方向性です
　平成の大合併後、平成22年には市と町の数が逆
転し、自治体の在り方、自立性が問われる時代とな
りました。
　地方分権が進展する中、権限移譲が進められ国の
役割はコンパクトに、そして地方自治体の権能の強
化が図られています。
　昨年度施行された第２次地方分権一括法では、現
在進められている基礎自治体（市町村）への権限移
譲は47法律、そのほとんどが町村より人口規模が
大きく、事務事業を担う職員の質量共に期待される、
市への移譲が多い状況にあります。
　このような中、町から市へ移行することは、自治
体としての権能が強化され、住民生活へのサポート
と行政サービスの向上につながります。
　例えば現在、障害児福祉手当の認定・支給や生活
保護の決定・実施などの事務は、県の事務となって
いますが、市制移行後は市の事務としてできるなど、
よりきめ細かな行政サービスの提供が可能となりま
す。
　なお、市制移行に伴い税金が上がることはありま
せん。

全国の市町村数の変遷
明治の大合併

年月 市 町 村 計 備考

明治21年 － 71,314 71,314

➡
年月 市 町 村 計 備考

明治22年 39 15,820 15,859 市制町村制施行

昭和の大合併

年月 市 町 村 計 備考

昭和28年 286 1,966 7,616 9,868

➡
年月 市 町 村 計 備考

昭和36年 556 1,935 981 3,472

平成の大合併

年月 市 町 村 計 備考

平成11年 670 1,994 568 3,232

➡
年月 市 町 村 計 備考

平成22年 786 757 184 1,727 市と町の数が逆転

➡
現在

年月 市 町 村 計 備考

平成25年 789 746 184 1,719 平成25年1月1日

宅地整備が進む杜乃橋２丁目

市制を目指した組織づくり
　町では、自立した５万人都市、将来を見据え市制
移行を目指したまちづくりを進めるため、平成22年
４月に県内町村では初となる部制を導入しました。
　これにより、主体的なマネジメントの発揮と組織
力の向上が図られ、効果的・機能的な行政組織とし
て、さまざまな行政課題や地域の諸案件に即時・即
応かつ機動的に対応できるよう努めています。
　また、今年度から町では「特定任期付職員」とし
て弁護士資格者を採用し、地方自治体における条例
制定権が拡大する中、市制移行を目指す自治体とし
て、法令業務のレベルアップを図っています。
　今後は、「市制移行準備室」を設置し、平成28年
度の市制移行へ向け、町民への周知と関係機関との
協議を進めていく予定です。

単独市制移行および予定の自治体（平成25年４月12日現在）
　人口が５万人に近づけば、いずれの町でも下表のとおり「市制」を見据えていることが分かります。

個性豊かな　　
地域社会の形成

地方分権

権限移譲、財政基盤強化
住民サービス・福祉の向上

きめ細かな
住民生活の
サポート　

地域のこと
は地域で決
める　　　

人口増加率全国市町村ランキング

№ 都道府県名 市町村名 増減率
（％）

2010年
（人）

2040年
（人）

増減数
（人）

1 福岡県 粕屋町 29.8 41,997 54,518 12,521
2 石川県 川北町 24.8 6,147 7,672 1,525
3 宮城県 富谷町 24.4 47,042 58,522 11,480
4 沖縄県 豊見城市 23.7 57,261 70,859 13,598
5 愛知県 長久手市 22.2 52,022 63,553 11,531
6 愛知県 日進市 16.5 84,237 98,111 13,874
7 京都府 木津川市 15.5 69,761 80,571 10,810
8 埼玉県 滑川町 15.1 17,323 19,943 2,620
9 群馬県 吉岡町 15.0 19,801 22,768 2,967
10 熊本県 菊陽町 14.6 37,734 43,254 5,520
日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）　国立社会保障・人口問題研究所による

推計人口：直近の国勢調査確定人口を基
に、その後の人口の増減を（転入・転出
など）を加えたもの。
住基人口：住民基本台帳法に基づき、市
町村に備えてある住民基本台帳に記載さ
れている人数。
国勢調査人口：全国で一斉に５年に１度
実施される国勢調査の集計人数。10月
１日を基準日として、外国人も含めて調
査時に調査区域内に常住している人（３
ヵ月以上住んでいるまたは住む予定の
人）すべてが調査の対象。

№ 都道府県名 市町村名
（隣接・近隣市）

平成22年
国勢調査人口

住基人口
（H25.3月末現在）

面積
（㎢） 市制移行予定日等

１ 石川県 野
の
々
の
市
いち
市
し

（金沢市）
51,885人 49,710人 13.56 平成23年11月11日市制移行

２ 愛知県 長
なが
久
く
手
て
市
し

（名古屋市）
52,022人 51,639人 21.54 平成24年１月４日市制移行

３ 埼玉県 白
しら
岡
おか
市
し

（さいたま市）
50,272人 50,970人 24.88 平成24年10月１日市制移行

４ 千葉県 大
おお
網
あみ
白
しら
里
さと
市
し

（千葉市）
50,113人 51,028人 58.06 平成25年１月１日市制移行

５ 岩手県 滝
たきざわむら
沢村

（盛岡市）
53,857人 54,710人 182.32 平成26年１月施行予定

６ 広島県 府
ふ
中
ちゅう
町
ちょう

（広島市）
50,442人 51,565人 10.45 広島市・府中町合併協議会を廃止

７ 愛知県 東
ひがし
浦
うら
町
ちょう

（名古屋市）
49,800人 50,165人 31.08

８ 福岡県 那
な
珂
か
川
がわ
町
まち

（福岡市）
49,780人 49,872人 74.99 次回国勢調査後、市制移行を目指す

９ 宮城県 富
とみ
谷
や
町
まち

（仙台市）
47,042人 50,197人 49.13 平成28年度施行予定

※平成22年国勢調査結果、各市町村ホームページ等

　平成17（2005）年の国勢調査後、和歌山県那賀郡岩出町（現和歌山県岩出市）と愛知県西加茂郡三好町（現愛知
県みよし市）が、単独５万人で市制移行しています。なお、市制施行日は岩出町が翌年４月１日、三好町が平成
22年４月１日となっています。

弁
護
士
資
格
を
持
つ
職
員
が
、
法
令

業
務
を
担
当
す
る
ほ
か
、
他
課
へ
の

相
談
業
務
な
ど
を
行
っ
て
い
ま
す
。

■は富谷の変遷

特集　自立した５万人都市、市制移行へ向けて　～市制について考える～　


